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坂本すが・自己紹介 
• 和歌山県出身／1949年生まれ団塊の最後の世代） 

• 1972年 和歌山県立高等看護学院 保健助産学部 卒業 

 

• 1976年 関東逓信病院〔現・NTT東日本関東病院〕 入職（助産師として勤務） 

• 1989年 産科病棟婦長, 1997年 看護部長 
 

• 2006年 大学教員（東京医療保健大学） 
 

• 2011～2017年６月7日  

  日本看護協会会長（3期6年任期満了） 
 

• 2017年6月８日～現職  

  東京医療保健大学 副学長・看護学科長 
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2017年6月7日、日本看護協会年次総会
（幕張メッセ）にて会長を退任 
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本日のお話 

１．「特定行為研修制度」創設の経緯と背景 
 

２．制度の趣旨と概要 
 

３．制度をいかに活用するか 

  ～特定行為研修修了看護師への期待～ 
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１．「特定行為研修制度」創設の 
経緯と背景 
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■２０２５年： 
 団塊の世代が75歳を迎え、何らかの病気を抱えた国民数が最大になる 
（どの国も経験したことのない超高齢社会＝未知との遭遇） 

２０２５年問題とこれからの医療・看護  

患者像の変化

病院・病床の機能分化 在宅医療の推進

チーム医療の推進 看護師・医療スタッフの 
役割拡大

■高齢者の増加    （現在17.3%→2025年30.5%） 
■認知症高齢者の増加（149万人→323万人） 
■高齢独居世帯の増加（303万世帯→680万世帯） 
■亡くなる人が増加   （96万人→153万人） 
■生まれる子供は減少 （120万人→73万人） 

病気（慢性疾患）を抱えながら暮らす高齢者の急増 

住み慣れた地域で 
最後まで安心して 

暮らしたい 

医療の提供方法を変える： 少ない資源（看護職）で多くの高齢者を支えるには 
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看護師の役割拡大に関する検討の経緯 

H21.8 ～H22.3 厚労省「チーム医療の推進に関する検討会」設置 
H22.3.19 報告書の中で、看護師は「チーム医療のキーパーソン」 
                   として患者や医師その他の医療スタッフから寄せられる期待が大きい            

H21.5 第12回経済財政諮問会議：麻生総理大臣が看護師の業務範囲の拡大の検討を指示 

H25.12 社会保障審議会医療部会  

     「医療法等改正に関する意見」 

H26. 2 閣議決定、国会へ法案提出 

H22.5～ 「チーム医療推進会議」 「チーム医療推進のための看護業務検討WG」 

Ｈ24.2  「社会保障・税一体改革大綱」 閣議決定 

 

 

Ｈ25.8  「社会保障制度改革国民会議 報告書」 

Ｈ25.10   「チーム医療推進会議」とりまとめ 

約
３
年
半
の
議
論 

【多様な立場の意見をとりまとめ】 
医療職（医師、看護師、薬剤師）、患者団体、 
病院団体、保険者、首長、経団連、連合、法律家 など 

特定行為及び看護師の能力認証に係る試案 

看護師特定能力認証制度骨子（案） 

特定行為に係る看護師の研修制度（案）     
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H26.6.18 医療介護総合確保推進法、成立 

      保助看法改正により「特定行為に係る看護師の研修制度」創設 
出所：日本看護協会作成資料 Suga.SAKAMOTO@thcu 
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6月18日、「地域における医療及び介護の総合

的な確保を推進するための関係法律の整備等
に関する法律」が参議院本会議で可決 

●看護関連の主要項目 
 

◆特定行為に係る 
 看護師の研修制度 
 

◆ナースセンターへの  
 届出制度 
 

◆病床機能報告制度 
 

◆新たな財政支援制 
 度（基金） 
 

資料：日本看護協会「協会ニュース」（2014年6月18日発行） 
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なぜ、特定行為研修が創設されたのか？ 
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患者像の複雑化と求められる医療・看護 
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【出典】内閣府「平成28年版高齢社会白書」、社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）2013（平成25）年2月 」／厚生労働省「認知症施策推進総合戦略

～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～（新オレンジプラン）」／「平成22年度 介護保険事業状況報告」、「第55回社会保障審議会介護保険部会 資料1」 

早期回復・重症化予防 
生活機能の低下を最小限に 
在宅療養に向けた支援 

患者像の 
複雑化 

複雑な状況にある患者が急増する中では、 
集中的な入院医療と生活を支える在宅医療が必要 

「時々入院、ほぼ在宅」  
（朝日新聞2014年2月13日朝刊） 

高
齢
化
の
進
展 

■高齢者の割合    23.0% （2010） →   30.3%   

■1人暮らし高齢者数  498万人（2010） →    701万人 

■認知症高齢者数   462万人（2012） → 約700万人 

■要介護認定者数   373万人（2010） →    604万人 

【在宅＊】予防・治療から看取り 
までその人らしい生活を支援 

【入院】短期間で集中的に 
安全・安心な医療を提供 

状態の維持・悪化予防 
変化や異常の早期発見 

望む場所でその人らしい生活を支援 

※在宅には、介護老人福祉施設などの居宅系施設を含む 

出所：日本看護協会「日本看護サミット2017」資料 

2025年推計 



特定行為研修制度の趣旨 

2025年に向け、さらなる在宅医療等を推進 
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 医師の判断を待たずに、手順書により、  

 一定の診療の補助を行う看護師が必要  

特定行為を定める  

手順書で特定行為を実施する場合の研修制度を創設  

研修内容を標準化 

（例：脱水の程度の判断と輸液による補正など） 
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2015年10月～ 

「特定行為に係る看護師の研修制度」 
施行 
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保健師助産師看護師法の改正 

第37条の2  

特定行為を手順書により行う看護師は、 

指定研修機関において、  

当該特定行為の特定行為区分に係る 

特定行為研修を受けなければならない 
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（平成26年6月改正、平成27年10月1日施行） 



特定行為（38行為21区分） 

診療の補助であって、  

看護師が手順書により行う場合には、  

実践的な理解力、思考力及び判断力 

並びに高度かつ専門的な知識及び技能が  

特に必要とされるもの 
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保健師助産師看護師法第37条の2 



手順書 

医師又は歯科医師が 

看護師に診療の補助を 行わせるために 

その指示として作成する文書 
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保健師助産師看護師法第37条の2 

医師の指示の1つの形態 



２．制度の趣旨と概要 

14 Suga.SAKAMOTO@thcu 



特定行為研修とは 

【基本理念】 

チーム医療のキーパーソンである看護師が、 

（略） 期待される役割を十分に担うため、 

医療安全に配慮し、在宅を含む医療現場において、  

高度な臨床実践能力を発揮できるよう、 

自己研鑽を継続する基盤を構築するもの 

でなければならない 
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厚生労働省医政局長通知0317第1号（平成27年3月17日） 



特定行為研修の内容 

 

厚生労働省令第33号 （平成27年3月13日） 
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出典：2017年6月8日全国看護師交流集会Ⅰ 病院領域 情報提供（制度説明）資料 
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出典：2017年6月8日全国看護師交流集会Ⅰ 病院領域 情報提供（制度説明）資料 
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出典：2017年6月8日全国看護師交流集会Ⅰ 病院領域 情報提供（制度説明）資料 
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54か所 
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特定行為研修を 
修了した看護師数  
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修了者総数 583名 

Suga.SAKAMOTO@thcu 

厚生労働省ホームページ 
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya 
/0000087753.html 
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http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya


日本看護協会の基本的な考え方 

•少子超高齢社会における地域・国民のニーズに 

 積極的に応えるため、制度の活用を推進する。 
 

•特定行為研修で医学的知識・技術を強化した上で、 

 病態の変化や疾患、患者の背景等を 

 包括的にアセスメント・判断し、看護を基盤に、 

 特定行為も含めた質の高い医療・看護を効率的に 

 提供することが期待される。 
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３．制度をいかに活用するか 
  ～特定行為研修修了看護師への期待～ 
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制度を活用した看護師の活動例 
（試行事業での活動より） 
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訪問看護において―患者の希望に沿う在宅療養の継続  

 医学的視点を含めたより深いアセスメントが可能となり、重症化、重度化を予防 

 異常の早期発見・早期介入により、緊急搬送を減少 

 手順書によるタイムリーな介入ができ、外来受診等による患者負担を減少 

介護福祉施設において―利用者の希望に沿う生活の実現  

 きめ細かい利用者の病状の把握・管理により、緊急搬送・入院件数が減少 

 生活や社会的背景を考慮した治療の提案・実施による利用者・家族の負担の
軽減 

外来において―患者の生活に合わせた治療による病状の改善  

 生活習慣病患者の生活や社会的背景を考慮した治療の提案・実施で病状の改
善 

 治療および生活指導が一度に可能となり、外来待ち時間の減少 
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活動事例１ 
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活動事例２ 
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★糖尿病患者さんの看護を行う 中山 法子さん 

  「裁量が拡がったことで診療がスムーズに」 
 
□以前に勤務していた病院には糖尿病専門医がいなかったため、 
自ら認定看護師の資格を取得するなどして食事や運動についての 
生活指導面を充実させてきたが、 
多くの患者さんと深く接するうちに、患者さんからさらに踏み込んだ 
検査や治療・予後に関することも質問されるようになった。 
 
□もちろんある程度は対応できたものの、 
経験と自己学習の知識だけで患者さんの要望に応えるには限界があり、 
しだいに「何らかの形でもっと医学的知識を学びたい」と思うようになった 
のが大学院のナースプラクティショナー養成分野に進学したきっかけ。 
 
□従来は医師の「具体的指示」のもとでインスリン製剤の選択や 
診療の補助やケアを行っていたが、 
大学院を修了して特定看護師(仮称)業務試行事業を終えたあとは、 
「包括的指示」のもと裁量が拡がったことで患者さんの待ち時間も減り、 
スムーズな診療につなげることができるようになった。 

活動事例３ 

ナースフルインタビュー記事（2012年12月25日）より抜粋 https://nurseful.jp/tokutei/tounyou/ 

公益財団法人田附興風会医学研究所 
北野病院 看護管理室師長（当時） 
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【参考記事】 



30 公益社団法人 日本看護協会 

 
 
本会は、 
• 平成２７年１１月から救急看護、皮膚・排泄ケア、感染管理の３分野の認定

看護師を対象に特定行為研修を開始、２８年３月、３９名が修了  

日本看護協会の特定行為研修 

本会が実施する特定行為研修についての考え方 

 本会が認定看護師を対象に特定行為研修を行う目的は、 

看護の専門性を基盤に病態判断力等を強化することで、高度な臨
床実践能力を持つリーダーを養成することにある。 

平成28年度からの特定行為研修 

 平成28～31年度までの4年間は、看護研修学校、神戸研修セン

ター(平成29年度～)において、既に認定看護師の資格をもつ、

全21分野の認定看護師を対象に特定行為研修を実施する 

 さらに「認定看護師教育」に「特定行為研修」を組み込んだ一体

的な研修を提供するための検討を始める準備を進めている 



日本看護協会平成27年度特定行為研修 初の修了生39名 
（2016年3月7日 特定行為研修閉講式 於JNAホール） 

呼吸器（気道確保に係るもの）関
連 14名 

ろう孔管理関連 12名 創傷管理関連 17名 栄養及び水分管理に係る薬剤
投与関連 31名 

呼吸器（人工呼吸療法に係るも
の）関連 14名 

栄養に係るカテーテル管理（中心静
脈カテーテル管理）関連 6名 

創部ドレーン管理関連 31
名 

感染に係る薬剤投与関連 8名 

呼吸器（長期呼吸療法に係るも
の）関連 11名 

栄養に係るカテーテル管理（抹消留
置型中心静脈注射用カテーテル管
理）関連 13名 

動脈血液ガス分析関連 14
名 

平成27年度の特定行為研修は平成22年・平成23年度度特定看護師（仮称）養成調査試行事業実施課程及び
平成24年度看護師特定能力養成調査試行事業実施課程を修了した者を対象として実施 39名養成 

90 
公益社団法人 日本看護協会 
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出典：2017年6月8日全国看護師交流集会Ⅰ 病院領域 情報提供（制度説明）資料 
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組織全体で 
取り組むことが 

重要！ 



名称 条件 教育機関 認定機関 
更新 
制度 

特定看護師 
（特定行為研修 
修了看護師） 

概ね3～5年以上の実

務経験 

国の指定研修
機関 

国 
（厚生労働省） 

なし 

認定看護師 ５年以上の実務経験 
（うち3年以上の認定分野で
の看護経験を含む 

日本看護協会
指定の 
教育機関 

日本看護協会 あり 
（5年ごと） 

専門看護師 ５年以上の実務経験 
（うち3年以上の専門分野で
の看護経験を含む 

日本看護系大
学協議会指定
の大学院 

日本看護協会 あり 
（5年ごと） 

診療看護師 ５年以上の実務経験 NPコース設置の
大学院 

日本NP教育 
大学院協議会 

なし 

違いは？ 

アメリカのNP（ナース・プラクティショナー） 

JNP（ジャパニーズ・ナースプラクティショナー：診療看護師） 国立病院機構で使用されている名称 

アメリカ以外でも、イギリス、韓国、フランス、タイ、オランダ、
オーストラリア、カナダなどでもＮＰ制度が導入されている 

アメリカのPA（フィジシャン・アシスタント） 厚生労働省の「新たな医療の在り方を踏まえた医師・看護師等の働
き方ビジョン検討会」（2017.4.7）において創設が打ち出された 
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ご清聴ありがとうございました 


